
現行広島県国民健康保険運営方針に係る取組の評価について 

                                   R5.10.4 広島県国民健康保険課 

施策目標 取組実績（H30～R4） 評価（課題） 取組の方向性 

保険料率の 

平準化 
 

 
○各年度における準統一の保険料率
の算定及び激変緩和措置の実施 
○保険料率の準統一に向け，各市町
は緩和措置の実施や算定方式・応益
割合の調整等を計画的に実施 
〇完全統一への移行要件である「収
納率の市町間の均一化」等について，
定期的な検証を実施 

 
〇令和６年度からの保険料率の準
統一を目前に控え，一人当たり保
険料収納必要額の上昇等に伴い，
各市町の保険料水準の調整の取組
に差が見られる。 
○収納率について，市町間の均一
化は図られつつあり，保険料率の
完全統一についての議論を深化さ
せていく必要がある。 
○各種制度等の市町間の統一につ
いて，具体の検討を進める必要が
ある。 
 

 
○保険料水準の統一に向けて，引
き続き上昇が見込まれる保険料
の状況等に注視しつつ，具体的な
完全統一の時期なども含め，議論
を進めていく。 
○保険料や一部負担金の減免基
準等の統一について，統一の時期
や基準案等を整理する。 

医療費の 
適正化 

 
○被保険者負担の公平性確保や保健
事業の充実により医療費の適正化を
推進 
○特定健診及び特定保健指導の自己
負担の無料化並びに特定健診等の拡
充を図るため，追加健診４項目の実
施 
 

 
○被保険者数の減少に伴い，医療
費総額は減少傾向にあるものの，
高齢化や医療技術の高度化等によ
り，一人当たり医療費は引き続き
増加傾向にある。 
〇新型コロナウイルス感染症によ
り，特定健診の受診率低下や，保
健事業の中断などの影響が生じて
いる。 
 

 
○ウィズコロナにおける感染対
策に留意しつつ，令和５年度中に
策定する次期データヘルス計画
に基づき，ＰＤＣＡサイクルに沿
った効果的・効率的な保健事業等
を実施する。 
 
 
 

保険料（税） 
徴収の適正化 

 
○全市町にて金融機関の口座振替を
原則化 
○口座振替勧奨の取組を実施 
・ポスター・チラシによる勧奨 
・納入通知書への勧奨文書同封 
・口座振替登録キャンペーンの実施 
 

 
○保険料率の完全統一に向けて，
収納率の市町間の均一化を図ると
とともに，収納率の更なる向上を
目指すため，市町共通の新たな収
納対策を検討する必要がある。 

 
○引き続き，口座振替の原則化を
推進するとともに，新たな徴収対
策事務の標準化に向けた検討を
行う。 

財政収支の 

改善 

 
○法定外繰入を行っていた３市町
は，平成 29年度に赤字解消・削減計
画を策定，計画どおり赤字額を削減
し，２市町は赤字を解消済み。現在
の対象は１市のみ 

 
○県内全ての市町において，計画
に基づく赤字が解消されるよう，
収納率の向上策等に取り組んでい
く必要がある。 
〇引き続き，保険料の上昇が見込
まれる中，引下げ財源等として活
用してきた県国保特別会計決算剰
余金は減少傾向にある。 
 

 
○計画どおり赤字が解消される
よう，対象市町の取組の進捗状況
等を把握する。 
○市町自己財源を活用した被保
険者に還元する仕組みの構築等，
安定的な国保制度の運営に向け
た取組を推進する。 

保険事務の 

効率化 

 
○被保険者証様式・更新時期の統一 
○特別調整交付金（結核・精神）の
申請事務の共同実施 
〇医療費通知及び後発医薬品差額通
知に係る通知回数の統一 
 

 
○被保険者資格及び異動処理な
ど，標準化が実施できていない市
町事務については，実施に向けた
具体的な検討を行う必要がある。 

 
〇被保険者証とマイナンバー 
カードの一体化に係る検討状況
等に注視しつつ，引き続き，保険
事務の効率化に向けて，標準化を
図る市町事務について検討を進
める。 
 

【保険料水準の統一に向けた議論の深化に向けた基礎データ（市町収納率の推移）】 

・保険料率の準統一の実現を目指すこととした平成 28年度時点からの収納率の推移 

収納率が上位・下位 3市町 H28平均収納率 ⇒ R3収納率 

1 神石高原町 98.65％ －1.05P 97.60％ 

2 世羅町 97.25％ ＋1.94P 99.19％ 

3 安芸太田町 96.56％ ＋0.37P 96.93％ 

21 東広島市 93.13％ ＋0.83P 93.96％ 

22 福山市 90.99％ ＋1.38P 92.37％ 

23 広島市 90.15％ ＋3.40P 93.55％ 

数値差（1位と 23位の比較） ▲8.50％ ＋1.68P  ▲6.82％ 

 

資料２－１ 


